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論 文 内 容 の 要 旨
帝国(神 聖ローマ帝国)に 関する研究は、現在の ドイツ学界の中世後期および近世の ドイッ史研
究において、最も活況を呈 している研究分野の一っである。従来統一的な国民国家を基準 とした
「近代国家」形成史の立場においては、王権主導による国民国家的な統合の伸展 に研究の重点が置
かれ、そこでは王権の強化と国家の発展とが等置される傾向にあった。大空位期以降の跳躍選挙 と
領邦の自律化をもって語 られる中世後期以降の帝国は、このような観点からすればもはや考察の対
象とはならず、帝国は、領邦の単なる集合体として、皇帝権の衰退とともに弱体化 ・無力化 した存
在となったものとして理解され、中世後期以降の国制史研究においては、領邦に近代国家形成の端
緒を見出し、領邦発展に研究の重心が置かれてきたのである。
このような帝国に対する理解は、1960年代以降の帝国史研究によって徐々に修正されつつあるが、
このような中世後期以降の帝国への関心の高まりの背景として、従来の ドイッ国制史において描か
れていた 「国家」像の漸次的変化を考えることができる。絶対王政をきわめて集権化された軍事 ・
官僚制的国家体制と捉えていた伝統的な理解が、とりわけ官僚 ・行政制度に関する近時の研究の伸
展により大幅に見直 しを迫 られ、絶対王政期の権力構造は、表面的には中央権的な統一国家であり
なが ら、内実においては中世以来の伝統的な社会構造に規定され続けていたことが明 らかにされて
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きた。 このような絶対王政に対する理解の変化は、従来から研究の対象 とされてきた絶対主義的領
邦の構造の再検討を呼び起こすとともに・伝統的な社会構造そのものを分析すζ研究態度が求めら
れるようになった。19世紀初頭まで神聖ローマ帝国 という枠組みの中にあった ドイッにおいては、
ここにおいて特に、当時の帝国の体制をどのように理解するかという問題が、中世後期および近世
の ドイッの社会構造を理解するために不可欠な問題 として現れてきたのである。
様々な視点から中世後期以降の帝国の研究が現在行われつつあるが、この研究動向の中で、本稿
において特に注 目したいことは、15世紀の末に、KaiserundReich(皇帝とライヒ)という表現が
一般化 してきたことである。 ここにおいてライヒは、帝国等族の総体として、皇帝 と明確に対置 さ
れるものとして理解されていた。 この区別は跳躍選挙の時代において、帝国に属する事柄 と皇帝の
家門に属す事柄 とが、皇帝によって意識的に区別されたことを発端としている。15世紀の一連の帝
国国制の改革の伸展 とともに表れてきたこの両者の区別は、中世後期・近世の皇帝権の位置および
帝国国制の構造を規定す る重要な要素であると思われる。本稿においては、この 「皇帝 とライヒ」
の分離をひとまず考察の前提に置 き、政治的観点に問題を限定 して、近世の帝国の体制にっいての
粗描を試みることを課題 としようと思 う。その際、皇帝権の問題・ライ ヒの問題・皇帝とラ、イヒの関
係、 という3点に着目しつっ、中世後期・近世の ドイッにおいて中心的な政治課題であった平和(ラ
ントフリーデ)の問題を扱おうと思 う。どのようにして平和を維持 ・確立するのか。また、その際
誰が、 あるいはどのような機関がイニシアチブを握るのか。 このような平和をめぐる問題は、15世
紀初頭か ら始まる帝国改造の発端をなしな問題で もあり、中世後期 ・近世の帝国の政治秩序形成の
問題の核心は、まさにこの平和(ラ ントフリーデ)の問題 と言 っても過言ではない。この平和(ラ
ントフリーデ)の問題の中に、中世後期 ・近世帝国の政治秩序のあり方が最 も端的に現れているめ
である。
第1章 「帝国改造の展開」においては、 まず第1節 において、帝国改造の概要を述べた。 この帝
国改造というのは、15世紀初頭か ら1555年の帝国執行令までのおよそ一世紀におよぶ一連の帝国国
制の改革を指 している。この帝国改造の中で、本稿の課題である平和(ラ ントフリーデ)と密接に
結びっいていたと考えられる3点、帝国クライス・帝国財政 ・帝国会議については、第2節 以下に
おいて検討する。
まず第2節 「帝国クライス制度の成立」においては、その成立過程を検討 レた。帝国クライスと
は、帝国内を十個の地域に分け、その地域内の帝国等族を構成員とする組織であり、それぞれの地
域内におけるラント.フリーデの維持の任務を果たすとともに、大規模な平和破填事件に対 してに相
互に協力 しあうことによって、帝国内の平和の維持 に携わる組織である。 この帝国 クライスは、
1522年にラントフリーデに携わる組織 としての位置づけを与え られ、その後1う55年の帝国執行令に
よって法的な基礎を与えられたことで、重要な帝国の機関の一っとして、,1806年の帝国の滅亡に到
るまで存続する。本節では、このようなクライスの成立史を扱い、まず14世紀後半のラントフリー
デンスアイヌングから、15世紀の帝国改造の中で、ラントフリーデの地方緯織として構想されたい
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くっかの案を検討 した。15世紀の段階において、 このようなクライスという地方組織の設置に終始
積極的な姿勢を示 したのは皇帝の側であり、等族はラントフリーデのためにクライスではなく、む
しろ自らが運営する中央機関の設置を企てていた。15世紀末および16世紀初頭において、 この等族
の求めた中央機関は実際に皇帝統治院として創設されるが、何れも短命に終わり、結局1530年代以
降、クライスがラントフリーデの組織 として機能することになる。 ここにおいてもクライスの整備
に熱心な姿勢を見せたのは皇帝であったが、対 トルコ戦争援助などに実際に携わりまがら、クライ
スが徐々にその内部の体制を整えるにっれて、クライスは等族の自主的な団体として、独 自の活動
を展開 し始める。1550年代始めの宗教的動乱における皇帝の敗北により、今度は等族自身の手によっ
てクライスが整備 されることとなり、1555年の帝国執行令が制定されることになる。 このようなク
ライス制度の歩みは、皇帝は自らの製作遂行の道具としてのクライスの整備に失敗 し、他方、等族
もまた等族制的な集権的体制の樹立に失敗 し、最終的にはクライスとい う地方組織を、等族側の利
害に副った組織として整備 した ことを示 している。
第3節 「帝国財産」 においては、15世 紀初頭以降の相次 ぐ大規模な戦争の費用調達の方法を検
討 した。傭兵を主体 とし、鉄砲 ・大砲といった火器の使用が普及 しつっある当時の状況の中で、 こ
の当時の帝国 は貨幣を入手する必要 に迫 られた。そのための戦費調達の方法 としては、この当時、
帝国の住民に直接税を賊課する帝国一般直接税と伝統的な レーン召集軍に基礎を持っ帝国台帳の二
っの方法が考えられていた。結果的には、帝国台帳による方法が15・16世紀 を通 じて採用され、
1521年に作成 された帝国台帳が、その後長 く基本台帳として利用され、帝国台帳制度の基礎となっ
た。帝国一般直接税ではな く、伝統的な帝国台帳を選択 した点 に、 この当時の帝国の特色を見るこ
とができると思われる。帝国一般直税が定着 しなかった原因としては、まず、帝国一般直接税は、
身分の別に関係なく、同一の基準で税を課す点に既存の身分制 と矛盾する要素を含んでいた点をあ
げることができる。また、帝国の名で税を課すことは、領邦君主である帝国等族の支配基盤を揺る
がす危険性を秘めていた。 レー ン制原理の下での既存の身分制秩序を壊 してまで、戦費の調達をは
かることをこの当時帝国等族 は望 まなかった。また、実際に徴収が図られた数回の事例を見て も、
税の徴収のための特別な帝国の機関を設 けず、徴啄の任を基本的に個々の等族に任せたことにより、
住民から税を徴収 したにしても、それを帝国に納めないケースも多々見 られた。その上、このよう
な未納や遅延などを処理する帝国の裁判機関 も十分に稼働できる態勢を整えていなかった。他方、
帝国台帳 は体裁 としては伝統的な兵員台帳の形式をとりながら、実際の運用 において兵員を金納化
し、1521年の台帳記載数を基本単位とする方式(レ ーマーモナー ト制)を採用 した。 このことによ
り貨幣を必要とする状況に対応するとともに、援助が必要なときにはその単位数を協議すればよく、
その度に新たに台帳を作成する必要がなくな り、迅速に対応することのできる可能性を与えられた。
また、台帳による帝国等族の負担をそれぞれの支配領域の住民 に税によって転嫁することが認 めら
れたことにより、ますますこの台帳による方法が有効性を高めることになった。帝国等族 はこうし
て、帝国規模での税の導入には反対 しつつ、 自らの支配領域においては税を導入 し、その支配権の
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強化を図ったのである。こうして帝国台帳による戦費の調達 は、領邦君主権の強化に決定的なきっ
かけを与えることになった一方で、帝国はこの当時の多額に及んだ戦費を調達することができたの
だった。
第4節 「帝国議会」においては、15世紀末以降、帝国議会内部 に設置された等族合同委員会を検
討 し、等族内部の関係に注目した。15世紀末以降、帝国議会は帝国の最高の立法機関として、帝国
の君主制的な帝国統治に代わる高い位置づけを獲得 した。ことともに帝国議会で処理すべき案件は
増大 しヤまた出席者 も増加 した。このようなことを背景にして、従来の三部会(選 帝侯部会 ・諸侯
部会 ・都市部会)に 代わる能率的な審議方法として、等族合同委員会が15世紀の末に初めて設置さ
れた。全体で十数名からなるこの等族合同委員会には、各身分の代表が出席し、議題を審議 した。
15世紀末から16世紀半ばまで設置されたこの等族合同委員会に出席 した等族の顔触れを見ると、あ
る特定の等族が繰 り返 し委員会に出席 していること、そして委員会の中で数の上で諸侯の占める比
重が大きいことが分かる。一部の等族、それも有力な諸侯が中心になって、帝国議会の実質的な審
議が行われていたことが分かる。また、 この等族合同委員会は、選帝侯の伝統的な優位性を脅かす
ものであった。選帝侯だけで分離 して審議を行 っていた従来の三部会制とは異なり、 この等族合同
委員会においては選帝侯 も他の等族 と一緒に審議を行 っていた。このような等族合同委員会 は、15
47/48年の帝国議会を最後に設置されなくなった。 ここにおいて選帝侯は自らの伝統的な優位性を
保持するために、従来の三部会制に固執することになる。 このような選帝侯の優位性の主張 は、一
部の有力な諸侯の台頭に対する選帝侯の危機感の現われとして理解することができる。 ライヒ、帝
国等族の総体と言っても、その内部においては、 このような一部の帝国諸侯の台頭 と選帝侯の排他
的な傾向を見ることができ、 ライヒは決 してある共通の利害を持っまとまりを成 していたわけでは
なか った。
第2章 「1555年帝国執行令の成立」において、15世紀初頭から行われてきた帝国改造の終結点と
評価されている1555年の帝国執行令を考察した。
まず第1節 「帝国執行令の制定」においては、55年のアウクスブルク帝国会議での執行令の制定
に到 るまでの過程を検討 した。そこでは主に、ヴュルテンベルク大公クリストフと彼の属すシュヴァー
ベン・クライスが中心となって、将来の執行令の原案ともなるような構想を練 り上 げている。それ
によれば、個々のクライスの内部の体制としては、 クライス等族が選出する長官を中心 として、ク
ライス等族が提供する援助によって平和破壊事件に対処する体制が構想され、複数のクライスが関
わるような事件に対 しては、総司令官というクライスの上位に立っ官職を設置して、クライス相互
の援助の体制を整える構想を示 した。こうしたシュヴァーベン・クライスを中心とした構想は、 し
かしながら特に複数のクライスの総合援助の部分において、選帝侯の同意を取りつけることができ
なかった。 この両者の構想の相違は、1555年の帝国議会における協議 に持 ち越 され、最終的にはほ
ぼ選帝侯の構想通 りに執行令が起草されることになる。 この協議の中で、皇帝は選帝侯および諸侯
に全面的に譲歩を迫・られ、皇帝の権限は大幅に縮小されざるをえなかった。
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第2節 「帝国執行令の検討」においては、具体的に執行令の条文にあたりながら、どのような'ラ
ントフリーデの体制が作 られたのかを考察する。執行令をまず二っの部分に分け、前半(31～55条)
を平和破壊防止 に関する規定 とし、後半(56～103条)をクライスに関する規定 と考えた。前半部
分では、 とりわけこの当時の大 きな社会不安を引き起 こしていた傭兵の問題に多 くのスペースを割
いている。16世紀半ばにおいて傭兵がいかに大 きな問題を抱えていたかが明らかになるとともに、
これらの騒動に対 して基本的には、等族はその支配領域において自力で対処す ることが求められて
いる。そして自力では十分に対処できない場合に、所属するクライスに援助を求めることになる。
後半のクライスに関する規定を事件の規模に応 じて四つに分けて整理することができる。まず、個々
のクライス内で処理できる場合は、クライス等族の援助をもって事件に対処する態勢が整えられた。
また、一っのクライスの力だけでは十分に対処することがで きない場合、そのクライス長官は最大
で4個 の近隣のクライス長官に援助を要請することがで きる。 クライスは合同の会議を開いて対応
を協議 し、事件に対処す ることになる。この計5個 のクライスの力でも不十分な場合、クライス長
官 はマインッ選帝侯に報告 し、マインッ選帝侯は16名の等族から成る帝国代表者会議を召集 し、事
件への対応を協議する。更にこの10個全てのクライスの力をもってしても事件に対応することがで
きない場合、マインッ選帝侯は皇帝に報告 し、皇帝は選帝侯の同意を得て、帝国議会を召集 し、 こ
れにっいて協議することになる。 こうして皇帝執行令は、長官を中心としてクライス等族の援助か
らなるクライス内部の体制を整え、更にかかるクライス相互の援助体制を作ることにより、大規模
な平和破壊事件に対応するというラントフリーデの体制を作 り上げた。 この体制の基本は、クライ
スを単位 とした等族の総合援助にあり、それを全体としてまとめる恒常的な中央機関を設置せず、
クライス相互の関係に任せたのであった。この体制の中で、皇帝の権限は大幅に縮小されており、
個々のクライスに対する皇帝の権限は何 も認め られなか った。
第3節 「帝国 クライスの内部組織」において、1555年の帝国執行令によって整え られたクライス
内の官職 と会議の概要を述べた。主な官職としては、クライス長官 ・補佐官公示事項担当の諸侯が
あった。 この中で実際には世俗の公示事項担当の諸侯が、クライス長官を兼ねる傾向にあり、クラ
イスはこの公示事項担当の諸侯が中心となって運営されていたと考えることができる。また、会議
としては、 クライス会議 と軍事評議会がある。クライス会議は、 クライス等族全員からなる議会で、
クライスの最 も重要な決議機関であり、軍事評議会は、長官 と補佐官から成 り、有事の際に対応の
協議を行 った。 このように1555年の帝国執行令によって整え られたラントフリーデの体制が、実際
にどのように機能するのかについて、以下第3章 において検討する。
第3章 「帝国 クライス制度の発展」においては、第1節 「16世紀後半における帝国クライス」で、
1555年の帝国執行令の制定以後、16世紀末の対 トルコ戦争援助問題までのクライスの活動を考察 し
た。1560年代においては、帝国騎士のグル ンバ ッハを中心とした騎士の反乱事件、1570年代におい
ては、 フランスとの国境地帯での傭兵の暴動の問題 とネーデルラントにおける内乱に関連する傭兵
の問題に対 して、 クライスは1555年執行令に則 って、共同で対処することを試み、また帝国代豪者
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会議が開催されている。 この対応の中で明 らかになったことは、55年あ執行令の内容では、クライ
ス.は事件に機敏に、なおかっ十分に対応することができないとうことであった。そのためにクライ
ス制度に改革が加えられたが、その改革の中心は、長官の権限の強化と皇帝ぺの一部権限の認容で
あった。 まず長官は、クライス等族との協議を経ることなく平和破壊事件に対 して活動することの
できる範囲を広げるとともに、クラィス等族に要請することめできる援助額の上限が拡大 された。
これによりクライスは事件に速やかに対応する体制を整えたと言 うことができる。また、皇帝への
一部権限の認容は、「とくに複数のクライスの共同援助の場合の権限であった。まず皇帝は、総司令
官としてクライスに直接命令を下すこともできる立場を手に入れ、また帝国の費用で執行のたあの
独自の軍を編成する権限を認められた。この総司令官は、 しか しなが ら特定の事件た対 してのみの
臨時の職ではあったが、クライスを束ねる役割を皇帝が担ったのである。また恒常的に皇帝に認め
られた権限として、帝国代表者会議の開催をマインッ選帝侯に命 じることや3個 のクライスに援助
の提供を命 じることがあった。 このような権限を皇帝に認めたという』ことは、大規模な事件の場合
には、クライス相互の横のっながりだけでは十分に援助体制を整えることがきず、そこに皇帝 とい
う言わば縦のつなが りによる援助要請の関係を必要としたことを示 している。このように1555年以
降の実際の事件への対応の中で、クライス長官という特定の人物に権限をある程度集中することを
認め、また皇帝に対 しても大規模な事件の場合には介入することを認あためであった。 この60～70』
年代に新たに与えられた皇帝の立場 は、16世紀末の対 トルコ戦争援助問題において実際に発揮さ.れ
る。16世紀末の激 しさを増 した対'トルコ戦争に対 して皇帝は、1555年の執行令において防衛の任務
を与えられていないクライスを、帝国援助の提供の基本単位 として利用 したのである。 この際クラ
イスは、「執行令の規定にある総合援助の体裁をとって、 この対 トルコ戦争援助問題に対処 した。こ
うしてクラィスは国内における平和破壊事件だけに限定されずに、あらゆる平和破壊事件に対処す
る権限を得たのである。
第2節 「30年戦争における帝国クライス」では、30年戦争 という大規模で長期に及ぶ戦争の中で、
クライスが基本的にはその内部の平和を維持するために、独 自のクライス軍を創設 し、またクライ
ス相互の援助体制を敷 くべく様々に努力 している。この混乱期においてクライスは活動を停止する
のではなく、逆に積極的に平和維持のための行動を起 こしている点に、 ラントフリーデにおけるク
ライスの重要性を見ることができるように思われる。またこのこと億同時に、 この当時、等族は相
互に協力 しなければ生き抜 くことができなかったことを示 している。単独でラントフリーデの問題
を対処することができる程に強力な帝国等族が、未だ存在 していなかつたのである。1555年から16
48年においで、 ラントフリーデ体制は、基本的には帝国等族の相互協力の上に成 り立 つていた。 こ
の体制の中でクライスは、帝国等族の相互協力の基本単位として機能 しておわ、 ラントフリーデに
とってきわめて重要な役割を果た した。 しかしこのラントフリーデの体制の中で皇帝もまたζ.重要
な位置を占めた。・1555年の執行令にお、～ては皇帝権は大幅に後退させ られたが、 しか し車和破壊事
件が帝国規模に達する場合、限定的ながらも軍事的最高指揮官とし七活動することが保障された。
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その際、皇帝はとりわけ緊急を要する事態において、クライスを帝国等族が負担すべき援助提供の
基本単位 として活用 した。 このようにクライスは、帝国等族の相互協力の基本単であるとともに、
皇帝が求める皇帝援助を提供する際の基本単位で もあった。
最後に結語 として、以上において考察 してきた帝国のラントフリーデの体制のあ り方か ら、近世
の帝国の特色を考える。 ここにおいてまず言えることは、15世紀初頭以降の帝国改造の伸展の結果、
クライスに典型的に見ることができるように、帝国等族は自律的に行動することができる制度的保
障が与えられたことを上げることができる。帝候等族は、ライヒという形で自律的な行為能力を持
ち、ある程度制度化された身分制的な政治共同体にまとまったと言 うことができる。 しか しかかる
ライヒは、皇帝権を排除 し、またそれに敵対するような体制では決 してなかった。皇帝の伝統的な
権威は生き続けており、また諸侯の利害 と相容れぬ中小の帝国等族は、皇帝を自分たちの保護者と
して頼 ることできた。確かに、皇帝 はもはや単独では十分に行動することはできなかったが、 しか
しまたライ『ヒも、その全体を把握する力に欠 けていたことか ら、十分な行為能力を持ちえなかった。
両者は時には対立 しながらも、基本的には協調と相互依存の必要に迫 られていたのである。
このような近世の帝国を連邦的 ・普遍的秩序からなる体制と捉えることができるのではないだろ
うか。 この体制の中で、個々の帝国等族は、その伝統的な自由を保持 し、自律的に行動する一方で、
帝国という普遍的な権滅の存在 も、現実的な意義を有 していた。 このような秩序からなる近世の帝
国国制の中で、クライスは等族と帝国の中間組織 として機能 した。クライスは、一面では等族の自
主的な団体 として機能するとともに、また一面では、帝国レベルの問題を処理する組織 として、ラ
イヒあるいはまた皇帝の命令の下で機能 した。 このような体制の中で、帝国改造期においては、対
立関係の中で形成されてきた皇帝 とライヒという、言わば二元的な構造を、16世紀後半以降におい
ては、協調 と相互依存の関係の中で理解する必要がある。
このように近世の帝国の体制を、皇帝 とライヒの協調 と相互依存の関係の上に成 り立っ連邦的 ・
普遍的秩序か らなる体制と捉えることにより、近世の帝国が果たした政治的意義の検討への新たな
展望が開けて くるのではないだろうか。本稿の結論 は、 このような帝国史研究の展望の確認に尽 き
るのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、「序」 にっつく全三章および 「結語」からなり、まず 「序」 において研究動向の概観
と課題の設定を行 う。即ち論者は近年の諸研究にみられるヨーロッパの絶対主義諸国家における身
分制的編成の重視の傾向に注目しつつ近世 ドイツ帝国国制の研究動向を概観 し、すすんで15世紀初
頭以降皇帝の 「帝国改造」計画に由来 して一般に用いられるにいたった 「皇帝 とライヒ」というフォ
ルメルに言及 し、これから近世 ドイッの政治課題たる 「平和」の問題、特に秩序維持のための政治
組織化の問題を中心に、 これを皇帝権、帝国等族の総体たるライヒ、および皇帝 とライヒとの関係
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の三っの観点か ら検討することを課題とする。
「第1章 帝国改造の展開」では、まず15世紀初頭以降の一連の国制改革にふれてのち、地域の
安全保障(「平和」)の組織化を志向するクライス制の成立を考察する。この制度は帝国を10の地域
(クライス)に分け、各クライスに分属する等族によって 「平和破壊」を抑止す る組織で、 当初皇
帝のイニシアティヴのもとで推 し進められてきたが、皇帝権の伸張に反対する有力な等族がこれを
阻み、代わって彼 らは自らの主導で集権的中央機関たる帝国統治院の創設に向う。 しかし皇帝と有
力等族との対立的な関係のなかで両者 はそれぞれの目的を実現 し得ず、その間に起こる 「平和破壊」
に対処 して最終的には等族が自主的な団体としてのクライス制を推進す るにいた り、 その結果 は
1555年の帝国執行令に結実する。以上は本章の中心をなす部分であるが、なお引きつづいて帝国合
同委員会の審議手続に最 も明瞭に現れる帝国等族(ラ イヒ)の非等質的構成と選帝侯優位の諸相を
明 らかにする。
「第2章1555年帝国執行令の成立」では、執行令が制定される過程、執行令の内容、帝国クラ
イスの内部組織、を対象に検討 している。帝国執行令の基本をなしたのはシュヴァーベン=ク ライ
スに所属するヴュルテンベルク大公クリス トフの対 「平和破壊」組織編集の構想であった。 しかし
その構想は破壊規模の広が りに対応するクライス間の相互援助方式をめぐって等族間の合意が得 ら
れず、最終的には1555年のアウクスブルク帝国会議において執行令は等族、わけても選帝侯が中心
となって作定された。次いで全103条の帝国執行令の内容を詳細に分析し、その前半部のとくに傭
兵による 「平和破壊」に対処する規定と、後半部のクライスによる対処の方式の規定とを順次検討
する。後者では上述未解決の問題であったクライス相互間の援助方法が規定され、また破壊規模の
拡大にともなって各協議会機関における司宰者の身分的上昇(即 ちクライス長官からマインッ選帝
侯へ、さらに皇帝へ)が 認められる。また執行令に基づ く帝国クライスの内部においては、等族全
員参加のクライス会議 と有事の際に協議する軍事評議会が設置されるが、ここではとくに前者の重
要性が指摘 される。
「第3章 帝国 クライス制度への発展」では設定された執行令が実際に機能する過程を個別の平
和破壊事件に即 して検討 し、執行令の不備とその改変の事情を明 らかにする。まず1560年代から70
年では帝国騎士の反乱および傭兵の騒擾への対処のために執行令に基づいて帝国代表者会議が開か
れたが、対処の敏速性に問題が生 じてクライス制度の改革に着手す る。その結果クライス長官の権
限が広げられるが、とりわげ破壊規模の拡大に伴 う複数のクライス共同化においては皇帝がその指
揮権の一部を担う点に注目する。か くして16世紀末の対 トルコ戦争、さらに17世紀の三十年戦争に
おいて、団体的等族の単位をなすクライスの相互援助義務を前提として、皇帝の軍事的最高指揮官
としての機能が不可欠となっていく。この状況を、論者は皇帝 とライヒとの 「相互依存 ・協調の体
制」への展開として把握する。
「結語」において、論者 は15世紀初頭の帝国改造計画以降明 らかとなる二元的 ・対立的な皇帝 と
ライ ヒとの関係か ら、17世紀にいたって 「平和」維持のためクライス制の展開を媒介として両者の
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協調関係へ移行する過程を総括 し、近世 ドイッ帝国は近代国家への転換の展望は持ち得なかったが、
その内部を構成する諸領邦にとっては一 有力領邦であれ小領邦であれ一 皇帝権は不可欠の存在
であったことを主張する。
以上のように本論文は 「平和」維持機構の生成 ・発展を軸として近世 ドイッ帝国における皇帝と
ライヒとの動態的な関係を明 らかにして従来の帝国国制像に修正を加えたが、その論旨は十分に説
得的であり、当該分野についての今後の研究の発展に寄与するところ少なくない。
よって本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与 されるに十分な資格を有するものと認めら
れる。
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